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京都府公立大学法人教職員兼業規程

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日

京都府公立大学法人規程第10号

（趣旨）

この規程は、京都府公立大学法人教職員就業規則（京都府公立大学法人規則第３号）第14条第１条

第２項の規定に基づき、京都府公立大学法人（以下「法人」という ）に常時勤務する教職員の兼。

業に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

この規程で「兼業」とは、報酬の有無にかかわらず、次の各号に掲げるものをいう。第２条

（１）商業、工業、金融業等利潤を得て、これを構成員に配分することを主目的とする企業体で、会

社法上の会社のほか、法律によって設置される法人等で主として営利活動を営む団体（以下「営

利企業」という ）の役員、顧問若しくは評議員の職若しくはその事業の職を兼ねること（以下。

「営利企業の役員兼業」という 。。）

（２）教職員が自己の名義で営利企業を経営すること（名義人が他人であっても本人が営利企業を営

むものと客観的に判断される場合を含む。以下「自営の兼業」という 。。）

（３）営利企業の事業に関与する職を兼ねること（以下「営利企業の兼業」という 。。）

（４）医療法人、社会福祉法人、学校法人、放送大学学園、公益法人及びその他法律に規定する法人

の役員の職又はその事業の職を兼ねること。

（５）公立学校若しくは私立学校、専修学校、各種学校、放送大学学園等の教育施設等で教育に関す

る事業又は事務の職を兼ねること。

（６）国又は地方公共団体に重要事項を調査・審議するために設置されている審議会等の委員等の非

常勤の職又はこれらに準ずる非常勤の職を兼ねること。

（７）独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人、地方独立行政法人又は国若しくは地方

公共団体の行政機関の職（国立大学法人、大学共同利用機関法人又公立大学法人により設置され

た大学又は大学共同利用機関の職を含み、前号の規定に該当する職を除く ）を兼ねること。。

（８）本法人関連団体の職を兼ねること。

（９）教育、学術、文化、スポーツ等の振興を図ることを目的とする特殊法人、公益法人その他学会

等の各種委員会等の業務のうち、著しく公益性が高いと認められる職を兼ねること。

（10）前各号に定めるもののほか、理事長が特に認めた法人の職以外の職を兼ね、又は職務以外の事

業若しくは業務に従事すること。

（営利企業の役員兼業）

営利企業の役員兼業は、原則として許可しない。ただし、次に掲げる役員兼業については、第３条

理事長の許可を受けて従事することができる。

（１）技術移転事業者の役員（監査役を除く 、顧問又は評議員等（以下「役員等」という ）を兼。） 。

ねる場合（以下「技術移転兼業」という ）。

（２）研究成果活用企業の役員等を兼ねる場合（以下「研究成果活用兼業」という ）。

（３）株式会社又は有限会社（以下「株式会社等」という ）の監査役を兼ねる場合（以下「監査。

役兼業」という ）。

（技術移転兼業）

この規程において「技術移転事業者」とは、営利企業を営むことを目的とする会社その他の第４条

団体であって 大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律 平、 （

成10年法律第52号。以下「大学等技術移転促進法」という ）第２条第１項に規定する特定大学技。

術移転事業（大学等技術移転促進法第５条第２項に規定する承認計画に係るものに限る ）を実施。

するものをいう。
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２ 理事長の許可を受けて技術移転兼業を行う教職員は、兼業の状況について、次の各号に掲げる事

項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。

（１）氏名、所属及び職名

（２）技術移転事業者の名称

（３）技術移転事業者の役員等としての職務内容

（４）技術移転事業者の役員等としての職務に従事した日時等

（５）技術移転事業者から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益（実費弁償を除く ）。

の種類及び価額並びにその受領の事由

３ 理事長は、技術移転兼業の終了した日から２年間は、当該技術移転兼業に従事した教職員を、当

該技術移転事業者との間に、物品購入等契約関係その他特別な利害関係等（以下「特別な利害関係

等」という ）がある業務に従事させてはならない。。

（研究成果活用兼業）

この規程において「研究成果活用企業」とは、営利企業を営むことを目的とする会社その他第５条

の団体であって、教職員の研究成果を活用する事業を実施するものをいう。

２ 理事長の許可を受けて研究成果活用兼業を行う教職員は、兼業の状況について、次の各号に掲げ

る事項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。

（１）氏名、所属及び職名

（２）研究成果活用企業の名称

（３）研究成果活用企業の役員等としての職務内容

（４）研究成果活用企業の役員等としての職務に従事した日時等

（５）研究成果活用企業から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益(実費弁償を除く ）。

の種類及び価額並びにその受領の事由

３ 理事長は、研究成果活用兼業の終了した日から２年間は、当該研究成果活用兼業に従事した教職

員を、当該研究成果活用企業との間に特別な利害関係等がある業務に従事させてはならない。

（監査役兼業）

理事長の許可を受けて監査役兼業を行う教職員は、兼業の状況について、次の各号に掲げる第６条

事項を１年ごとに理事長に報告しなければならない。

（１）氏名、所属及び職名

（２）株式会社等の名称

（３）株式会社等の監査役としての職務に従事した日時等

（４）株式会社等から受領した報酬及び金銭、物品その他の財産上の利益（実費弁償を除く ）の種。

類及び価額並びにその受領の事由

２ 理事長は、監査役兼業の終了した日から２年間は、当該監査役兼業に従事した教職員を、当該株

式会社等との間に特別な利害関係等がある業務に従事させてはならない。

（自営の兼業）

自営の兼業は、当該事業が相続、遺贈等により家業を継承したものである場合を除き、これ第７条

を許可しない。ただし、教職員が農業等の事業又は不動産若しくは駐車場の賃貸事業を営む場合は

この限りでない。

（営利企業の兼業）

営利企業の兼業は、当該教職員の職務に密接な関連があり、法人の公共的・社会的役割を全第８条

うする上で必要と認められる職を兼ねる場合又は事業若しくは業務に従事する場合で、次に掲げる

兼業を除き、これを許可しない。

（１）公的な要素が強く、事業内容が営利企業の営業に直接関与するものでない場合

（２）法人以外の機関が管理する特許（出願中のものを含む ）の実施のための契約に基づく実施企。

業に対する技術指導である場合

（３）営利企業付設の教育施設、研修所及び研修会等又は文化講座等の非常勤講師で、従業員教育又
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は社会教育の一環として考えられる場合

（４）営利企業における研究開発（基礎研究、応用研究及び研究開発をいい、技術の開発を含む。以

下同じ ）を行う場合。

（５）公益性が強く、法令（条例を含む ）等で学識研究者から意見聴取を行うことが義務づけられ。

ている場合

（６）技術移転事業者が行う他の企業に対する技術指導に従事する場合

（７）技術移転事業者が行う技術に関する研究成果の発掘、評価、選別に関する業務に従事する場合

（８）営利企業の経営及び法務に関する助言を行う場合

（９）その他理事長が必要と認める場合

（医療協力に関する兼業）

理事長は、医療機関等からの要請に基づき、本務に支障をきたさない範囲において、必要な第９条

教員の派遣その他の協力を行うことができる。

２ 教員の派遣その他の協力に要する費用は、協力を要請した医療機関等の負担とする。

３ 医療協力の手続については、別に定める。

（その他の兼業）

教職員は、前条に定めるもののほか、本務に支障のない場合には、理事長の許可を受けて、第10条

第２条第４号から第10号に掲げる兼業を行うことができる。ただし、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、この限りでない。

（１）教職員の職務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

（２）教職員の職と兼業先との間に特別な利害関係があり、又は生じるおそれがあるとき。

（３）法人の信用を傷つけ、又はその不名誉となるおそれがあるとき。

（４）兼業の内容が公序良俗に反する等社会通念に照らして適切なものと認められないとき。

（５）大学等の入学試験の準備を目的として設置又は開校されている予備校又はこれに類する教室、

塾、講座等の講師を行うとき。

（６）前各号に定めるもののほか、教職員の職務の公正性及び信頼性の確保に支障が生じるおそれが

あるとき。

（兼業の手続）

教職員が兼業を行う場合は、兼業許可申請書（別記第１号様式）により、あらかじめ理事長第11条

の許可を受けなければならない。

（許可期間）

兼業の許可期間は、１年以内とする。ただし、法令等により任期の定めがある場合は、当該第12条

任期を限度として許可することができる。

２ 前項の許可期間は、更新することができる。

（短期間の兼業）

第２条に規定する兼業（同条第１項第２号の自営の兼業を除く ）を勤務時間外に行う場合第13条 。

であって、次の各号のいずれかに該当するときには、第11条の規定にかかわらず、教職員が短期間

（ ） 、 。兼業届出書 別記第２号様式 を事前に届け出ることにより 理事長の許可を受けたものとみなす

ただし、職務の遂行に支障を生ずる等必要な場合には、理事長は、兼業に従事させず又は兼業に従

事する日時等の変更を求めることができるものとする。

（１）１日限りの兼業である場合

（２）その他理事長が別に定める場合

２ 前項の日数の算定は、従事する日の連続又は断続にかかわらず、あらかじめ従事する日が特定さ

れ、当該業務の内容に継続性が認められる場合は、従事する日のすべてを合算するものとする。

３ 第１項の規定にかかわらず、長時間継続する任期の定めのある職を兼ねる場合には、第11条に規

定する理事長の許可を受けなければならない。
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（勤務時間の取り扱い）

兼業に従事する時間は、原則として勤務時間外（勤務時間の割振り変更により勤務時間外と第14条

なる場合を含む ）とする。。

２ 前項の規定にかかわらず、理事長が必要と認めるときは、勤務時間を割いて兼業に従事すること

ができるものとする。

３ 前項の規定により勤務時間を割いて兼業に従事した時間については、給与を減額することができ

る。

（内容変更、取消し等）

教職員は、許可を受けた兼業の内容に変更があった場合は、兼業許可申請書（別記第１号様第15条

式）により、再度許可を受けなければならない。

２ 教職員は、兼業の許可を受けた期間の途中に、許可を受けるべき理由が消滅したときは、兼業取

消届出書（別記第３号様式）により、遅滞なく理事長に届け出なければならない。

３ 理事長は、許可した兼業について、定められた許可の基準に適合しなくなったと認めるときは、

その兼業の許可を取り消すものとする。

４ 理事長は、必要に応じて、許可を与えた教職員に兼業の実施状況の報告を求めることができる。

（法人の免責）

兼業による事故及び災害については、法人はその責任を負わない。第16条

（雑則）

この規程に定めるもののほか、必要な事項は理事長が別に定める。第17条

附 則

１ この規程は、平成20年４月１日から施行する。

２ この規程の施行日の前日において、既に許可を受けている兼業については、施行日以降この規程

による新たな許可を要しないものとする。



別記第１号様式（第11条、第15条関係）

兼 業 許 可 申 請 書

年 月 日

京都府公立大学法人理事長 様

所 属

職 名

氏 名

京都府公立大学法人教職員兼業規程第１１条又は第１５条第１項の規定により、下記のと

おり許可してください。

１ 従事しようとする業務の属する団体等について

名 称

所 在 地

電 話 番 号

事 業 形 態 の 種 別

事 業 内 容

２ 従事しようとする業務について

職 名

従 事 時 間
本務の勤務時間と重なる場合、その時間（ ）

予 定 期 間

報酬の有無(その額)

従 事 の 様 態

従事内容と責任程度

３ 兼業を必要とする理由（本務の勤務時間に従事する場合は、その理由）

４ 兼業が本務遂行に与える影響

５ その他参考事項



備考 Ⅰ １の事業形態の種別については、例えば「社団法人 「財団法人 「学校法人」等の様設」 」

立形式の種別に記載すること。

Ⅱ １の事業内容については、事業団体、教育研究機関等の業務内容を具体的に記載するこ

と。

Ⅲ ２の従事時間については、１日の勤務時間又は１週間における延べ勤務時間及び１週間

又は１月の総出勤日数を記載すること。

Ⅳ ２の予定期間については、従事期間の始期及び終期を記載すること。終期の不確定なも

のは、その旨を記載すること。

Ⅴ ２の報酬の有無については、報酬を受ける場合には、月収総額及び給与等の支給方法

（例えば１時間につき何円、１日につき何円等）を記載すること。

なお、報酬が毎月定額でない場合は、年収総額の平均月額を記載すること。報酬のない

場合には無と記載し、教育研究等のため経費を受ける場合はその旨を記載すること。

Ⅵ ２の勤務の態様については、常勤、非常勤及び臨時の別を具体的に記載すること。

Ⅶ 依頼文書を受けて、兼業に従事する場合は、その文書の写しを添付すること。

Ⅷ 承認を受けた期間の中途において、申請書記載の内容に変更を生じ、新たに承認申請の

手続きをする場合は、すでに承認を受けた事項を朱書きするなど変更事項を対照すること。

Ⅸ 記載にあたっては、すべて詳細、かつ、具体的でなければならない。



別記第２号様式（第13条関係）

短 期 間 兼 業 届 出 書

年 月 日

京都府公立大学法人理事長 様

所 属

職 名

氏 名

京都府公立大学法人教職員兼業規程第１３条第１項の規定により、お届けします。

１ 従事しようとする業務について

団 体 名

従 事 内 容

従 事 時 間

予 定 期 間

２ その他参考事項

備考 Ⅰ １の従事時間については、１日の勤務時間又は１週間における延べ勤務時間及び１週間

又は１月の総出勤日数を記載すること。

Ⅱ １の予定期間については、従事期間の始期及び終期を記載すること。終期の不確定なも

のは、その旨を記載すること。

Ⅲ 依頼文書を受けて、兼業に従事する場合は、その文書の写しを添付すること。



別記第３号様式（第15条関係）

兼 業 取 消 届 出 書

年 月 日

京都府公立大学法人理事長 様

所 属

職 名

氏 名

京都府公立大学法人教職員兼業規程第１５条第２項の規定により、お届けします。

１ 従事していた業務について

団 体 名

従 事 内 容

許 可 年 月 日

許可された予定期間

２ 取消の理由

３ その他参考事項

（備考）文書を受けて、兼業を取り消す場合は、その文書の写しを添付すること。


